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まえがき 

 

認知症⾼齢者が更なる増加が⾒込まれる中で、平成 25 年 9 ⽉、厚⽣労働省において、「認

知症施策推進５か年戦略（オレンジプラン）」が策定、さらに、平成 27 年 1 ⽉には、税・社会保

障⼀体改⾰の進捗等を加味した、いわゆる「新オレンジプラン」が国家戦略として位置付けられ公

表されるに⾄っている。新オレンジプランでは、認知症ケアにかかる⼈材の育成について、職種の拡

⼤、⼈数の上積みなど、更なる体制の強化・充実が整理されている。 

      地域包括ケアシステムの構築を⽬指して、在宅介護、療養にかかる体制充実が進められている

が、認知症⾼齢者にとって、⽣活の場である在宅の充実とともに、合併症を伴う場合の外来や⼊

院といった、⼀般病院における対応の充実が必要であることは⾔うまでもない。 

      本事業は、平成 24 年度から、⼀般病院を中⼼とする病院の医療従事者を対象に、認知症の

⼈の外来や⼊院医療に際しての対応⼒の向上を⽬的に、研修カリキュラムおよび教材の検討を進

めてきた。具体的には、病院という特性を踏まえた研修内容のスリム化および実施⽅法の多様化

の検討、講師を担って頂く⽅への伝達講習会の実施、などの取り組みを進めてきた。 

前述の新オレンジプランにおいても、修了者数⽬標が定められているが、平成 29 年度末に向け

て、都道府県・指定都市においては、より⼀層の⼯夫と努⼒によって、効果的・効率的な研修運

営を⾏うことが求められる。と同時に、本研修のカリキュラム構成、講義部分の教材内容の更新、

演習に関する教材提⽰、職能団体をはじめとする研修実施主体の多様化と協⼒など、継続検

討課題も多く残されている。 

本年度において、3 ヵ年での初期の枠組み作りは⼀旦区切りを迎えるが、並列するかかりつけ医

認知症対応⼒向上研修、認知症サポート医養成研修、また、他の職種向けに予定される認知

症対応⼒向上研修とともに、様々な関係者の協働において「⼈材の育成」にかかる継続的な取

り組みが推進されることを期待する。 
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Ⅰ 事業概要                                                                   
 
1  事業⽬的 

⼀般病院を中⼼とした病院勤務の医療従事者に対して、昨年度までに⼀定程度の研修教材の作成に

⾄った。今年度は、より効果的・効率的に研修を実施し、裾野の拡⼤を図るため、都道府県等で⾏う集合

研修および病院単位で⾏う研修の講師を担う医師または看護師等に対する伝達講習や、同研修の実施

状況等についてアンケート調査を実施し、病院勤務の医療従事者認知症対応⼒向上研修の今後のあり

⽅等を検討することを⽬的とする。 

 

2  事業内容 

上記の事業⽬的を達成するため、委員会を組成し、都道府県等が下半期に研修実施できるよう上半期

中に伝達講習会を開催し、後半では、テキスト修正に関する検討、および、研修実施状況に関する⾃治体

向けアンケートを⾏った。 

なお、テキスト（スライド）の修正検討にあたっては、本年度は改訂版の提⽰・配布は⾏わず、修正⾒込

みや講師へのポイント提⽰にとどめる形とした。 

 

2-1 委員会の組成 

事業で実施する伝達講習会、テキストの修正、また、次年度以降に向けた研修のあり⽅の検討といった

事業内容に鑑み、本事業の経過を把握し、かつ、実務的な情報を有する、そして、職能団体等の意⾒確

保の観点から、以下の研究班委員構成とした。 

また、具体的な委員会開催経過（⽇程と主な議事）も併せて掲載する。 
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【委員構成（名簿）】                              （50 ⾳順、敬称略、○は委員⻑） 

 ⽒ 名 所 属 

○ 遠藤 英俊 独⽴⾏政法⼈国⽴⻑寿医療研究センター⻑寿医療研修センター⻑ 

 ⼩川 朝⽣ 独⽴⾏政法⼈国⽴がん研究センター東病院 
  臨床開発センター 精神腫瘍学開発分野⻑ 

 ⿊川  豊 ⿊川医院 院⻑（認知症サポート医） 

 齋藤 訓⼦ 公益社団法⼈⽇本看護協会 常任理事 

 鈴⽊ 邦彦 公益社団法⼈⽇本医師会 常任理事 

 丸⼭  泉 公益社団法⼈全⽇本病院協会 常任理事 

 守⽥ ミドリ 東京都福祉保健局⾼齢社会対策部在宅⽀援課 
認知症⽀援調整担当係⻑ 

 森村 安史 公益社団法⼈⽇本精神科病院協会 理事 

〈オブザーバー〉    厚⽣労働省 ⽼健局⾼齢者⽀援課認知症・虐待防⽌対策推進室 

〈事務局〉        株式会社 ニッセイ基礎研究所 （実施主体） 

 

【委員会概要と主な議事】 

第 1 回 委員会 

⽇時   平成 26 年 8 ⽉ 21 ⽇（⾦） 

議事   1  平成 25 年度事業の確認 

          2  平成 26 年度事業計画について 

              ・講師養成のための伝達講習会 

              ・研修実施状況に関する⾃治体アンケート 

        資料   ・平成 25 年度 事業のまとめ（報告書抜粋） 

               ・平成 26 年度 事業計画（交付申請書抜粋） 

               ・伝達講習会 実施要綱 

               ・伝達講習会 申込状況 

               ・伝達講習会 テキスト（PPT） 

               ・⾃治体向けアンケート調査項⽬案 
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第 2 回 委員会 

⽇時   平成 26 年 12 ⽉ 5 ⽇（⾦） 

議事   1  伝達講習会の実施報告 

          2  研修の実施等に関するアンケートについて 

          3  研修テキスト等について 

              ・テキスト（スライド）の修正の検討 

              ・研修内容に関する検討（これまでの課題と今後の⽅向性） 

        資料   ・伝達講習会 辞し報告 

               ・認知症対応⼒向上研修の実施等に関するアンケート案 

               ・研修テキスト（スライドのみ）、スライドタイトル⼀覧メモ 

               ・急性期病院における認知症対応に必要な教育プログラムの⾻⼦（案） 

               （⼩川委員） 

               ・研修内容について（27 年度に向けて） 

 

第 3 回 委員会（最終） 

⽇時   平成 27 年 3 ⽉ 16 ⽇（⽉） 

議事   1  都道府県・指定都市アンケート結果の報告 

          2  研修テキストの修正等の検討 

          3  事業の取りまとめについて 

             ①事業報告書⽬次案 

             ②今後の⽅向性について 

        資料   ・病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上研修等に関するアンケート 

集計結果 

               ・認知症対応病院モデル事業に係るアンケート調査（⿊川委員） 

               ・研修テキスト PPT 評価⼀覧 

               ・課題と今後の⽅向性に関するご意⾒ 

               ・事業報告書⽬次案 

               ・認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）より抜粋 

               ・認知症施策（全国介護保険・⾼齢者保健福祉担当者会議資料より） 

               ・H25 年度認知症介護研修等受講者数等調べ 
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Ⅱ 講師養成のための伝達講習会                                                                         

  昨年度に引き続いて、都道府県・指定都市事業である、病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上

研修について、地域で同研修の企画⽴案、また、講師役を担う、認知症サポート医や認知症看護認定看護

師等の専⾨職、および、研修の実施・運営を⾏う⾏政を対象とした伝達講習会を開催した。 

  当初予定では、事業内にて 2 回の伝達講習会を実施する予定であったが、昨年度に続いて不参加の⾃治

体向けには、講義部分の記録映像 DVD を配布することで、1 回開催とした。 

  伝達講習会について、以下、カリキュラム等（プログラムや受講状況）および使⽤した教材（主なもの）を

掲載する。 

1  伝達講習会カリキュラム等 

1-1 開催案内 

図表 1  伝達講習会 開催案内 
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1-2 プログラム（カリキュラム） 

プログラム⾃体は昨年度を踏襲する形であったが、講義、演習とも、“受講者が講師ないしファシリテータと

して、実際の研修を⾏うとしたら”を強く意識して、研修の進⾏や解説の背景などを中⼼に講義等を進⾏し

て頂いた。当⽇のカリキュラムは以下の通りである。 

 

図表 2  伝達講習会 カリキュラム等 
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1-3 申込・参加状況 

申込・参加の状況は、67 ⾃治体（47 都道府県、20 指定都市）のうち、昨年度からの連続の地域も

含めて、48 地域（71.6％）、参加者数は医師 44 ⼈、看護職 32 ⼈、その他 27 ⼈の合計 103 ⼈であっ

た。（昨年度は 33 地域、78 ⼈の参加であった） 

H25 年度、26 年度を合わせて、67 ⾃治体中、54 ⾃治体（80.1％、都道府県 43、指定都市 11）が

伝達講習会に参加し、参加者延べ⼈数は 181 ⼈となった。なお、不参加地域は 4 県、9 市の 13 ⾃治体

となった。 

なお、前述の通り、本年度の伝達講習会の講義部分（90 分）を記録映像として DVD を作成し 10 ⽉

初旬には、全都道府県・指定都市に送付した。伝達講習会の参加地域であっても、今後、病院単位研

修などを実施していくにあたって、多くの講師を要するため、不参加地域以外にも送付した。 

 

図表 3  伝達講習会 参加状況（H25 年度含む） 

 参加状況 25 年度 26 年度 

参加地域 54 （都道府県 43、指定都市 11）   33 地域     48 地域    

 （80.1%） （49.3%） （71.6%） 

    ⼈数  延べ 181 ⼈ 78 ⼈   103 ⼈     

   医 44、看 32、他 27 

不参加   13 （都道府県 4、指定都市 9）   
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図表 4  伝達講習会 参加状況（地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               ※グループ番号は、午後のグループワーク（演習）⽤の席次番号 
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         （続き） 
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図表 5  講義部分の記録 DVD 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

趣旨説明    

  病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上研修
のオレンジプラン上の位置付けや、認知症サポート医や認知
症看護認定看護師などの講習会受講者に期待される役
割など、また、⾏政担当者に向けて、今後の同研修の企
画・運営についての説明。 

 

 

講義 【⽬的】／【連携】 

  本研修の背景を含めて、【⽬的】、【連携】について、講義
を担当頂いた。 

  地域において、どのように講義を進めてもらいたいか、そこで
の受講者に対して、また、受講者が勤務する病院の管理者
に対して、どのように伝えて・説明してもらいたいか、など、具
体的に講習。 

 

 

講義 【対応⼒】 

  本研修のメインパートである、【対応⼒】について、講義を
担当頂いた。 

  急性期病院の実態や課題などを交えながら、個々のスラ
イドの意図、説明の仕⽅、受講者への対応など、講習受講
者が実際に地域で講義する場⾯を想定した実践的な内容
で解説。 

都道府県・指定都市に配布した DVD DVD タイトル画⾯ 

9



 

 

2 使⽤した教材（研修テキストより抜粋） 

  伝達講習会では、平成 25 年度事業の成果物である、「病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上

研修テキスト」を使⽤した。 

  実際の研修教材と同⼀のスライド・テキストが使⽤されたが、具体的な講義内容は、伝達講習の趣旨を重

視し、スライドに関する周辺情報を含めた“講義・解説の仕⽅、“質疑の受け⽅”などを中⼼に展開された。 

図表 6  伝達講習会 使⽤教材（講義部分抜粋） 
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図表 7  伝達講習会 使⽤教材（演習部分抜粋） 
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Ⅲ 対応⼒向上研修実施に関する都道府県・指定都市アンケート                                    

1  アンケート調査実施要綱（第 2 回委員会資料より） 

    委員会において、都道府県・指定都市に対するアンケートについて、趣旨や調査項⽬等を確認した後、

下記の実施要綱にてアンケートを実施した 

図表 8  実施要綱  
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2  アンケート調査票 

   調査票は、「病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上研修」に関する事項を中⼼に、「かかり

つけ医」研修、「認知症サポート医」研修に関する設問で構成した。 

図表 9  調査票原票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

13



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16



 

 

3 集計結果 

    以下では、アンケート調査結果について⽰す。 

   ※ 研修実施⽅法・回数や受講者数等の都道府県別の状況詳細については、地域⽐較となる⾯も 

あるため、本事業報告書においては収載していない点、ご理解願う。 

 

3-1 病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上研修について 

  （1）研修の実施形態 

        研修形態は、「集合研修」は63地域のうち、44地域（69.8％）で実施され、「病院単位研修」は

同17地域（27.0％）であった。なお、両⽅の形態で実施していた地域は11地域であった。 

図表 10-1  研修の実施形態（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

  （2）①集合研修の実施主体 

        44地域で実施された集合研修の実施主体は、「⾏政」による直営が20地域（45.5％）、「団体

等への委託」が22地域（50.0％）、「共催」が7地域（15.9％）であった。 

図表 10-2  集合研修の実施主体（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20（45.5％）

22（50.0％）

7（15.9％）

3（6.8％）

1

0 5 10 15 20 25

⾏政

団体等への委託

共催

その他

無回答

44（69.8%）

17（27.0%）

2（3.2%）

13

0 10 20 30 40

集合研修

病院単位研修

その他

無回答
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      ②委託先 

        団体等への委託とした22地域の委託先について、「医師会」が12地域（54.5％）、「看護協会」が

6地域（27.3％）、「病院協会」が3地域（13.6％）であった。 

図表 10-3  団体等の委託先（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （3）病院単位研修の実施⽅法 

        続いて、17地域で実施された病院単位研修の実施⽅法について、①⾏政との情報連携、②講師・

教材の⼿配の観点からみると、「(⾃治体から)病院に研修実施を促し（①）、講師を派遣・教材を提

供（②）」が8地域（47.1％）と最も多かった。 

図表 10-4  病院単位研修の実施⽅法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12（54.5％）

3（13.6％）

6（27.3％）

1（4.5％）

1

0 5 10 15

医師会

病院協会

看護協会

認知症疾患医療センター

無回答

1（5.9％）

1（5.9％）

8（47.1％）

2（11.8％）

5

0 2 4 6 8 10

研修実施の相談・連絡があり、
講師を派遣・教材を提供

研修実施の相談・連絡があったが、
講師・教材等は院内で対応

病院に研修実施を促し、
講師を派遣・教材を提供

その他

無回答
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  （4）開催状況（回数および受講者数） 

        集合研修、病院単位研修の開催状況（回数および受講者数）をみると、集合研修では、回答

43地域の開催回数は合計172回、平均は4.0回であった。また、病院単位研修は、回答11地域の開

催回数は合計44回、平均は4.0回であった。 

        研修1回あたりの受講者数は、集合研修で72.1⼈、病院単位研修で72.5⼈であった。 

        なお、平成26年度11⽉末の状況で、受講者（修了者）数が0⼈の地域は、34地域（53.9％）

に上った。 

図表 10-5  開催状況（回数および受講者数） 

               【集合研修】 

 26年度 
 

11⽉まで 
 

12⽉以降 

開催回数  全国計(43)    172 回 97 75 

   平均値      4.0 回      2.3      1.7 

受講者数  全国計(54)  12,396 ⼈     7,022     5,374 

  地域平均     229.6 ⼈     175.6     134.4 

  （1回平均   72.1 ⼈）   

               【病院単位研修】 

 26年度 
 

11⽉まで 
 

12⽉以降 

開催回数  全国計(11)     44 回 20 24 

   平均値      4.0 回      1.8      2.2 

受講者数  全国計(11)   3,189 ⼈     1,511     1,678 

  地域平均     289.9 ⼈     137.4     152.5 

  （1回平均   72.5 ⼈）   
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  （5）演習実施状況 

        続いて、演習の実施状況をみると、集合研修では、「実施した」が26地域（59.1％）、「実施しな

かった」が12地域（27.3％）であった。また、実施した26地域が演習で⽤いた事例については、「伝達

講習会の事例を利⽤」が15地域（演習実施地域の57.7％）、「独⾃事例を使⽤」が7地域（同

26.9％）であった。 

       また、病院単位研修では、「実施した」が6地域（35.5％）、「実施しなかった」が8地域（47.1％）

であった。実施した6地域が演習で⽤いた事例については、「病院ごとに異なるので不明」が1地域（演

習実施地域の16.7％）、「伝達講習会の事例を提供」が2地域（同33.3％）であった。 

図表 10-6  演習実施状況 

     【集合研修】 

                                                （演習事例について） 

                                                

 

 

 

 

 

 

     【病院単位研修】 

                                                （演習事例について） 

                    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施した
26

59.1%

実施しなかった
12

27.3%

把握していない
3

6.8%

無回答
3

6.8%

実施した
6

35.3%

実施しなかった
8

47.1%

把握して
いない

0
0.0%

無回答
3

17.6%

 N ％ 

伝達講習会の事例を利⽤   15 57.7％ 

独⾃事例を使⽤ 7 26.9％ 

その他 1 3.8％ 

無回答 3  

 

 N ％ 

病院ごとに異なるので不明    1 16.7％ 

伝達講習会の事例を提供 2 33.3％ 

その他 3  50.0％ 

無回答 0  
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  （6）研修実施の企画・検討 

        各地域において研修の企画・検討への参加者・参加機関をみると、講師・ファシリテータである「認知

症サポート医」が37地域（58.7％）、「認知症看護認定看護師」が30地域（47.6％）と半数近くと

なり、また、受講者募集への協⼒等のため「都道府県・市医師会」が29地域 （46.0％）、「⾃治体

」（管下市町村）22地域（34.9％）と多かった。 

図表 10-7  企画・検討への参加（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （7）平成27年度以降の実施計画 

        平成27年度以降の同研修の実施予定については、集合研修については平均4.5回開催、病院単

位研修は14.5回（ヵ所）の開催が予定された。 

       ※病院単位研修については、1地域の回答が⼤きく平均値を引き上げていたため、それを除くと 

         N10地域、開催回数は平均3.9回（ヵ所）、受講者数計は2,320⼈となる。 

        平成29年度末までの累計⽬標の全国計は、39,430⼈であった。 

図表 10-8  平成 27 年度以降の実施計画 

 27年度 29年度末まで 
（累計⽬標） 集合研修 病院単位研修 

開催回数 平均 4.5回 平均 14.5回（ヵ所）  

 （回答N 39） （回答N 11）  

受講者数 全国計 11,070 ⼈ 全国計 4,420 ⼈ 全国 39,430⼈ 

 （回答N 35） （回答N 11） （回答N 34） 

37（58.7％）

18（28.6％）

30（47.6％）

29（46.0％）

15（23.8％）

3（4.8％）

22（34.9）

10（15.9％）

13

0 10 20 30 40

認知症サポート医

認知症専⾨医・医療機関

認知症看護認定看護師

都道府県・市医師会

都道府県看護協会

専⾨職団体(4、5以外)

⾃治体

その他

無回答
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3-2 かかりつけ医認知症対応⼒向上研修について 

（1）①研修の実施主体 

        研修主体は、「団体等への委託」が63地域のうち、46地域（70.3％）、「⾏政」が12地域（19.0

％）、「共催」が5地域（7.9％）であった。 

図表 10-9  集合研修の実施主体（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

      ②委託先 

        団体等への委託とした46地域の委託先は、「医師会」が44地域（95.7％）とほとんどを占めた。 

図表 10-10  団体等の委託先（複数回答） 

 

 

 

 

 

 （2）①修了者について都道府県・指定都市が把握している情報 

        研修修了者について、都道府県・指定都市が把握している情報として、「⽒名」、「医療機関名」、

「同所在地」、「受講年度」は、いずれも9割以上が把握していた。 

図表 10-11  修了者の把握情報（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

12（19.0％）

46（73.0％）

5（7.9％）

0

2

0 10 20 30 40 50

⾏政

団体等への委託

共催

その他

無回答

44（95.7％）

3（6.5％）

0 10 20 30 40 50

医師会

認知症疾患医療センター

63（100.0％）

62（98.4％）

57（90.5％）

57（90.5％）

13（20.6％）

0

0 20 40 60

⽒名

医療機関名

所在地

受講年度

その他

把握していない
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      ②情報の提供先 

        把握している情報について、63地域のうち、51地域（81.0％）が「地域住⺠等に情報公表してい

る」としていた。そして、その提供先は、「住⺠」、「市町村」、「地域包括⽀援センター」がいずれも32地

域（62.7％）であった。 

図表 10-12  情報の提供先（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （3）修了者へのフォローアップ研修の実施 

        修了者に対するフォローアップ研修等の実施について、「実施している」が20地域（31.7％）、「実

施していない」が39地域（61.9％）という状況であった。 

図表 10-13  フォローアップ研修の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32（62.7％）

32（62.7％）

23（45.1％）

32（62.7％）

26（51.0％）

13

0 10 20 30 40

住⺠

市町村

ケアマネジャー・
介護サービス事業者

地域包括⽀援センター

その他

無回答

実施している
20

31.7%

以前は実施していた
2

3.2%

実施していない
39

61.9%

無回答
2

3.2%
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 （4）修了者に関する課題 

        修了者に関する課題について、「活動の仕組みやシステムがない」が33地域（52.4％）、「修了者

の実務上のメリットがない」が28地域（44.4％）、「フォローアップ研修など継続的⽀援ができていない」

が25地域（39.7％）であった。 

図表 10-14  修了者に関する課題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （5）平成27年度以降の実施計画 

        かかりつけ医認知症対応⼒向上研修の平成27年度以降の実施予定については、平均2.7回開催

予定となった。また、同年度以降平成29年度末までの累計⽬標の全国計は、32,403⼈であった。 

図表 10-15  平成 27 年度以降の実施計画 

 
27年度 

29年度末まで 
（累計⽬標） 

開催回数 平均 2.7回  

 （回答N 55）  

受講者数 全国計 5,081 ⼈ 全国 32,403⼈ 

 （回答N 50） （回答N 41） 

 

3-3 認知症サポート医養成研修について 

    認知症サポート医養成研修について、平成26年度までの累計養成数は3,896⼈であり、平成27年度以

降の養成⾒込数は全国計3,598⼈（52地域）、1地域あたり69.2⼈であった。 

 

33（52.4％）

25（39.7％）

4（6.3％）

28（44.4％）

8（12.7％）

8

0 10 20 30 40

活動の仕組みやシステムがない

フォローアップ研修など
継続的⽀援ができていない

修了者の把握ができていない

修了者の実務上のメリットがない

その他

無回答
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3-4 記述回答（各研修に関する課題） 

  続いて、各研修に関する課題や意⾒などの⾃由記述回答について、主な回答を整理する。 

（病院勤務の医療従事者向け研修） 

    都道府県・指定都市事業としての枠組みが平成 24 年度のスタートということもあり、まずは研修実施に

向けた課題や研修内容に関する（特に演習）意⾒が多く挙げられた。また、オレンジプラン上の⽬標設

定が⾼い、伝達講習会を継続してほしい、等の施策推進上の要望も多かった。（⼀部回答抜粋） 

1 

受講者からの感想では、特に「対応⼒」について、具体的な内容を教わりたいとの意⾒が多い。テキス
ト内容を、⼀般論ばかりが多いという指摘に対応して、実務で活⽤できる内容を検討してほしい。テ
キストについて、講師の職種（医師・看護師）に応じた区分で編成してほしいい（講義の進め⽅を
踏まえた編成にしてほしい）。演習に活⽤できる事例をより提供してほしい（講師の負担軽減）。 

2 
研修内容がせん妄対応の⽐重が⾼く、急性期病院には適合するが、回復期や慢性期の病院に適
合した、認知症対応に、より⽐重を置いたバージョンの作成が望まれる。 

3 

演習の実施について、必要ならば標準カリキュラムに⼊れてほしい（今年度、伝達講習会で突然
「実施が望ましい」ととれるような説明があり、混乱したため）。出前講座形式の⽅が内容が深まるよ
うに感じるが、病院数が多く、とても対応が難しい。 

4 
研修対象者（職種の幅、看護職の場合、准看や病院系列の訪問看護師など）を明確にしてほし
い。講師は研修受講者だけでなく、サポート医なら可など、緩和して欲しい。 

5 
Ｈ25，Ｈ26 と予算が確保できず、未実施となっていますが、Ｈ27 は予算獲得し、県内 4 箇所で実
施できそうです。 

6 講師養成のため、伝達講習会は来年以降も引き続き実施してほしい。 

7 

本県は政令市が３市あるので、次年度からは地域や実施時期など政令市との調整が必要。演習を
導⼊するには、県直営なのでマンパワーが⾜りない。今年度 4 回のうち 2 回は参加希望が多く、断る
ような現状であった。 

8 

認知症看護認定看護師が少ないことと、地域による偏在があり、講師の割り振りに苦慮する。平成
25 年度にモデル的に⼀度研修を実施し、そこへ認知症サポート医や認知症看護認定看護師、各
地域振興局の研修担当者に参加してもらうことで、研修のイメージづくりが可能となった。平成 26 年
度は、各地域振興局が中⼼となり、管内の病院を回り、どんな事例で困るかなど丁寧にききとったこと
により、満⾜度の⾼い研修となった。 

9 
多くの参加者を⾒込み、平⽇⼣⽅（⽇勤終了後）に開催すると、グループワーク（事例検討）を
する時間が確保しにくい。講義の中に組み込んでいただくことにしている。 

10 

県が直接実施しているため実施回数に限度がある（演習を是⾮⼊れるようにという企画段階での意
⾒もあり、１回の参加⼈数も 70 ⼈位が精いっぱい）ため、⽬標⼈数（1,000）に届かない。委託
にした場合は経費が掛かり、予算確保が困難。講師養成と演習教材の提供を希望する。 

11 
「病院勤務の医療従事者向け」とされているが、職種をしぼった⽅が、研修を効果的に実施できると
考え、本県では看護職員のみを対象として実施した。 

12 
医師の参加がきわめて少ないため、演習のグループに医師の配置ができない。周知については、病院
協会や医師会の協⼒をいただいているが、医師の参加を増やす⽅法を教えていただきたい。 

13 
修了者の転院や退職などが今後発⽣した時に、どこまで情報管理をするのかわからない。全国的な
病院団体から、各病院へ受講の働きかけをしてほしい。 
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  （続き） 

14 
受講者層については、看護師が⼤半を占めている。よって他職種への拡⼤が課題。研修実施後の
評価についてが課題。講師伝達講習会の受講者の増員予定の有無について。 

15 
認知症関連の研修は沢⼭あるので、本研修を受けることで、本⼈及び所属の病院に実務上のメリッ
トがあると受講への動機づけにつながりやすい。 

16 参加する病院に偏りが⽣じている。広く参加していただくには、どうした良いかが課題。 

17 
今年度初めて開催するため、関係機関との調整に時間を要し、１⽉、２⽉の実施となった。この時
期は医療機関のローテーションが厳しいことから、来年度以降は実施時期を早める必要がある。 

18 病院単位研修の研修内容の確保など検討中。 

19 来年度以降、伝達講習会がなければ、講師の確保が困難。医師の参加者が少ない。 

20 
病院施設外での集合研修では、勤務体制もあり、医療機関に案内しても、多数の研修受講者の
確保が困難（特に医師）。また病院単位研修を実施するには、講師の確保ができない。 

21 
現場ニーズが⾒えない中で、事業を実施しているのではないかという懸念がある。効果の評価⽅法が
わからない。 

22 修了者数⽬標が⾼い。伝達研修の参加枠が少ない。 

23 修了者数⽬標が⾼すぎる。講師の確保が難しい（特にグループワーク時にファシリテーターの配置） 

24 修了者数⽬標が⾼すぎる。 

25 現在は看護師に特化して実施しているので、その他の職種への拡⼤が検討課題である。 

26 

今後、認知症のある⽅を地域で⽀えていくためには、病院の医療従事者だけとか、かかりつけ医だけと
か限定した研修ではなく、全体で⽀えていくために、それぞれの専⾨職や機関が、それぞれの視点で
⽀援⽅法を考え、それを共有しながらよりベストな⽀援に結び付けることができるような（学べるよう
な）、研修が必要であると考える（本県に多職種参加型にしております）。 

27 
グループワークや事例発表等、カリキュラムに基づく講義以外の実施の検討。医師、看護師以外の
職種の参加者の確保。 

28 受講希望が多く、研修会場等確保が困難。 
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（かかりつけ医研修） 

    実施⽅法や研修内容については、地域での⼤きな問題等はなく推進されているものの、新オレンジプラ

ンでも修了者の上積みがあったことに対して、「受講者数が集まらない（増えない）」、「修了者の活⽤が

困難」といった、施策推進上の課題が多く⾒られた。（⼀部回答抜粋） 

1 
連携ばかりの研修内容では、受講者（医師）の関⼼は低い。診察や治療の内容を充実させた教
材を検討してほしい。研修効果が把握しづらい。 

2 
カリキュラムの⾒直し（受講時間が⻑く、受講者の負担となっている。事例を多く取り⼊れたものにし
て欲しい） 

3 

認知症疾患医療センターの医師に講師を依頼し、医師の関⼼のありそうな内容になるよう、⼯夫し
ているが、新規の受講者が増えない。研修カリキュラムの時間が⻑いので、もう少しコンパクトにできる
よう、⾃治体に裁量をもたせてほしい。 

4 
毎年受講する医師がいる⼀⽅、新規受講者が少ない。内科系の医師の受講が多いが、眼科、⽿
⿐科、整形外科の専⾨医の受講が少ない。 

5 修了者数が増加しているため、フォローアップ研修体制を整える必要がある。 

6 

受講者を増やすために、カリキュラムの⾒直し（参加したくなる内容）が必要。受講後に市町村、保
健福祉事務所には名簿を情報提供しているが、実際に顔が⾒える関係にしていく必要がある。25 年
度からこの研修に市町村、保健福祉事務所、他職種の参加を呼び掛けている。 

7 
新規の受講者が増えないこと。地域振興局が実施主体で⾏ってもらうが、関係者の調整等で労⼒
がかかる割に、受講者が少ないこと。 

8 内容として、特に地域連携、家族⽀援について充実し理解を深めていきたい。 

9 
⻑時間（210 分）の研修なので、参加しづらいとの意⾒がある。認知症関連の研修は⾊々な機関
や団体が開催しており、本研修を受けるメリットがないため、受講者が増えない。 

10 

短時間で実施できる教材や、e ラーニングによる個別学習機会の提供など、多忙な医師が効率的に
学習できるシステムが欲しい。なお、本市では、要綱上のプログラムの⼀部をサポート医や医師会と協
議の上、毎年内容を⼯夫して実施しており、計上はしていないが有意義な研修を実施している。 

11 
新規受講者が少ないながら、必ずおられるため、あまり内容を変えずに実施している。同じ内容ばかり
（基本）のため、やり⽅・内容を更新なども必要ではないか。無駄多く感じる。 

12 受講者が増えない。ステップアップの研修が必要ではないかと思っている。 

13 
新規受講者が増えない。標準カリキュラムに即した実施が困難（2 回に分けて実施しているが、制
度、連携編の受講が少ない）。効果の評価⽅法がわからない。 

14 

新規の受講者が増えない。内科等の認知症⾼齢者を診療する機会が多い医師は、これまでに受講
しているので、⾼齢者の診療機会が多いと思われる、眼科や⽪膚科等の医師に受講を勧奨しても
反応が乏しく、受講に結び付きづらい。 

15 かかりつけ医研修終了にあたって、実務上のメリットや役割を⽰してほしい。 

16 認知症サポート医が不⾜しているため、講師の確保が難しい。 

17 

新規の受講者の確保（標準的なカリキュラムが 3 時間 30 分と⻑い研修のため、いかに医師が参加
しやすい環境が整えられるか）。診療報酬に認知症関連の事があまり反映されていないので、積極
的に取り組みにくいところがある。 
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（認知症サポート医研修） 

    参考までに、認知症サポート医養成研修に対する意⾒も⽰す。（回答⼀部抜粋） 

1 

養成後の役割や責務が明確ではなく、かかりつけ医向けのアドバイス機能が⼗分に活⽤できていな
い。認知症初期集中⽀援チーム員の要件となっており、今後市町村がサポート医の確保が必要にな
ってくることから、研修の開催場所、回数を増やしていただきたい。 

2 

研修を受講した医師が、地域で厚⽣労働省の⽰す役割を果たせるような、具体的な研修にしていた
だきたい。地域でご活躍いただいているサポート医もいるが、研修受講にとどまっている場合もある。認
知症の専⾨医とは限らない。サポート医の果たす役割や位置づけが不明瞭である。 

3 医師個⼈で受講できるようにする。市町村からの推薦でも受講できるようにする。 

4 

認知症初期集中⽀援チームの実施に伴い、サポート医養成研修の需要が⾼まってきている。受講
費⽤の⽀援が⾏えるよう予算要求額を増やした（Ｈ27 年度）。年度の初めから 1 年を通し養成研
修を実施していただけると参加しやすい。 

5 

近年、受講希望者が増えているが、予算の制約があるため、⼀部の⽅は⾃⼰負担をお願いしてい
る。受講料が⾼額。毎年、サポート医を養成するも、その位置づけや役割が明確になっていない。→
サポート医は必ずしも専⾨医である必要はないとされているが、専⾨医あるいはそれに準じた医師が
適しているのではないか。 

6 
受講費⽤については、無料としてほしい（初期集中⽀援チームの設置により、サポート医の役割が明
確となり、受講希望が増えたが、公費での派遣料をこえている）。 

7 
都市部の受講希望者は多いが、⾼齢化率の⾼い周辺地域での受講希望者が少ないため、サポー
ト医の地域偏在が解消しない。 

8 

サポート医養成研修会の開催頻度が少ない上に、東京以南で⾏われるため、遠⽅また⼀泊⼆⽇の
カリキュラムのため、医師への説明、協⼒など得られにくい。費⽤の確保も今後困難になりそう（研修
は 1 ⽇でできる内容と思われるが・・・）。 

9 
認知症初期集中⽀援チームのチーム員医師の要件となっているが、市内全域に偏りなく養成する事
が難しい。 

10 

認知症初期集中⽀援チーム員の要件とされており、27 年度は多くの受講を予定している（市内で
20 ⼈程度）。各市が同様に検討していることが想定されているので、開催回数増等の検討を考えて
ほしい。 

11 
平成18年度から養成しており、2/3は医師会理事等で専⾨医ではないため、養成後の活動に課題
がある。初期集中⽀援チームの役割など、明確になっている⽅が良いと思う。 

12 受講後の活動について、サポート医の有効な活⽤⽅法がないか、検討の必要性を感じている。 

13 受講医師より、カリキュラムについて不満があり、研修内容の検討をお願いしたい、との意⾒あり。 
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Ⅳ 研修テキスト(PPT スライド)の改訂について                                                                       

1  現⾏の研修テキスト（スライド）の評価 

  第2回委員会において、①院内の多職種向け、②90分講義、という本研修の特徴を踏まえて、「研修スライ

ドの枚数減」、「各スライドの情報量減」との修正の⽅向性を確認した。 

  そして、昨年度事業において⼤幅なスライド⼊替を経て、都道府県・指定都市に教材提供をした経緯もあ

り、本年度事業では、改訂版の提供（CD）を⾏わない予定であったことから、次回（最終回）の委員会ま

でに、スライドの修正の必要性や省略の可否などの評価を頂くこととした。 

  ①評価欄の「▲」は削除を検討のスライド、②修正欄の「要」はスライドの内容の修正が必要、という評価で

ある。3委員からの評価の整理は以下の通りである。 

図表 11  研修テキスト（スライド）の評価 
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2 具体的なスライドへの意⾒（要否、修正、補⾜説明等） 

    また、研修テキスト（スライド）に対する事前の評価（図表11）に基づいて、第3回委員会では、各スラ

イドについて次年度の修正に向けた評価の共有を⾏った。 

    以下では、要否、修正、解説での補⾜説明等の改訂にあたっての意⾒があったスライドについて、次年度

改訂時の⽅向性やその他コメント等を整理する。 

図表 12  スライドに対する個別意⾒等 

スライド 委員会における修正や解説に対する意⾒ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[⽬的3] 

●1〜6の項⽬の順序を再検討すべき 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[⽬的4] 

●⼀連の講義後に、このスライドを確認する（⼀
定の知識インプットの後に）使い⽅もありか。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[⽬的5] 

●⾝体、せん妄、認知症ケアの情報が混在して
いる。 

●それぞれに補⾜情報が多いので、⼤きな3つの
視点をまず⽰すような解説を。 
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[⽬的6] 

●病院勤務の、という受講対象者に鑑みて、これ
を⽰すだけでなく、「⼀般病院ではどう扱うのか」
「対応すべきか」まで⾔及・検討したい 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒1] 

●DSMⅤへのアップデートが必要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒2] 

●なるべく⽇本のデータで説明したいところ（あた
ってみる） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒3] 

●上に同じ、国内データがあれば変更する 

●海外のデータを出すときは⽇本の状況を説明
するときならばよい 
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[対応⼒5] 

●急性期の病院従事者がイメージしやすいように 

●病院はどこで、どう関わって、どんな問題があるの
かを⽰す追加が必要か 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒7] 

●もっと具体的に、今やるべきこと、今やる⽅法を
伝えたほうがよい 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒9] 

●どの時点のアセスメントかが分かるように修正が
必要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒10] 

●対応⼒2、3のエビデンスと同じ趣旨の説明をす
るなら不要か 

●アセスメントの続きで説明できるスライドなので、
省略してもいいのでは 
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[対応⼒11] 

●在宅、初診のデータなので、概念説明のためと
すれば、対応⼒の冒頭に移動すべきでは 

●この知識をどう使えばいいかまでないと、病院ス
タッフに対しては、ただ⽂字を追って終わってしま
うスライド 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒12] 

●これで何を伝えるのかが分かりにくい 

●病院での対応⼒向上が⽬的の研修では、不
要なのではないか 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒18] 

●病院となると、IADLまでは不要ではないか 

●在宅に帰すことをイメージするなら、IADLを考え
ながら、ADLに対応する という説明が必要 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒19] 

●認知症の⼈はどうなっているから、どうしたらいい
というところまでの説明が必要 
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[対応⼒20] 

●他と同様に、「こうだから、こうしてほしい」の“こう
してほしい”の部分をもっと具体的に盛り込む 

●表⾯的な状態だけで本⼈を判断したり、対応
しない、というところの説明まで必要 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒21〜23] 

●対応の基本①〜③は、「だから病棟では何が
⼤事か」のポイントが⾒えるスライドにすべき 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒25] 

●急に具体的な⼊院時のチェックポイントになり
唐突感がある 

●重要なケアとして説明してきた流れに対応させ
るとよいのではないか  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒26] 

●中核症状との関連付けを説明する必要あり 

●中核症状のスライドを前後に⼊れてセットで説
明できればよいか 
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[対応⼒27] 

●対応⼒26と同じ（中核症状との関連付け） 

●もう少し平易な表現にする 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒29] 

●情報量が多すぎるので、少なくして流れを分か
り易く⽰す 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒32] 

●BPSDは、重要な概念であるので、もう少し前に
移動したほうが、⼀連の説明が分かり易い 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒34〜37] 

●対応⼒34〜37せん妄と認知症のテーマに⼊る
前にせん妄の定義を1枚追加した⽅がよい 
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[対応⼒40] 

●せん妄は⼊浴などでも発症する場合もあり、簡
単なことで発症する可能性なども解説する 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒43] 

●質問と観察が混在しているので、再整理が必
要 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒46] 

●現場で使う体系的なツールというより、教育的
なもの、「こんな項⽬を観察しましょう」という説
明になる 

●「考え⽅」の提⽰ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[対応⼒49] 

●薬物療法のところで、ハロペリドールなどの具体
的な表記は削除した⽅がいいのではないか。 
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[連携1] 

●連携1〜4は特に問題ないが、病院スタッフへの
講義である点を意識した説明を。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[連携5] 

●そもそも認知症の⼈を“外来で診るか”、“⼊院
で診るか”という⾯もある。 

●管理者の視点、は受講者（現場スタッフ）へ
の講義においてどのような説明するか、の配慮
が必要。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[連携6] 

●管理者（経営）の視点、というより、病棟管
理上の問題であることを強調することも必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[連携8] 

●経営としての管理者、病棟（現場）の管理
者でも違いがあるので、きちんと整理して解説
することが必要。 
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Ⅴ  考察                                                                     

  病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上研修にかかる事業の3ヵ年度の区切りにあたって、これまで

の取り組みや検討を踏まえて、①研修カリキュラムおよび教材について、②研修の実施⽅法について、③今後

の研修実施の推進についての3点に分け、以下考察する。 

 

1  研修カリキュラムおよび教材 について                       

  ①研修の受講対象者 

    ●本研修の対象者である病院勤務の医療従事者は、医師、看護師をはじめ様々な職種となることが想

定される。また、向上させるべき対応⼒についても、外来の場⾯、⼊院治療の場⾯、⼊院⽣活の場⾯

など多岐に亘る。 

    ●カリキュラムや教材についても、その特徴を踏まえて、病院における“認知症対応⼒”という共通項を整

理し、もっとも効果的、効率的な教材の準備が必要と思われる。講義時間の制約や実施⽅法の⼯夫

も併せて、内容の再整理、検討が必要であろう。 

  ②「演習」の位置付け 

    ●本研修のカリキュラムは、病院勤務の医療従事者向け、という受講対象者特性に併せて、また、⼀定

期間における養成者数⽬標にも鑑み、「90分の講義」を基本のカリキュラムとして設定した。 

      しかし、近年の医療・介護従事者の受講者の声や研修効果性などの様々なエビデンスからは、講義に

加えて、「演習」、「グループワーク」などを併せて実施することが求められる。 

    ●本事業においても、その必要性を背景として、可能な限りで、演習事例や教材の提供、また、伝達講

習会での模擬演習の実施など、それへの対応を⾏ってきたところである。 

    ●もっとも、都道府県・指定都市事業として国が⽰す実施要綱上の必須カリキュラムとしての設定の観点

からは、演習の効果性・必要性とともに、演習実施上の課題、すなわち、事例の設定や講師やファシリ

テータの確保などもあり、両者のバランスをとることもまた重要な視点であった。 

    ●将来的な本研修カリキュラムの⾒直しにおいては、演習の位置付けや具体的な設定、教材の提供など

を考える必要がある。病院におけるチーム対応という本研修の趣旨に鑑みれば、少なくとも、実施要綱

上は“任意”との表現から、関係者との検討を⼗分⾏った上で“演習の実施が望ましい”との表現も必

要ではないだろうか。 

    ●また、演習以外でも、認知症にかかる講義部分についても、随時の修正・⾒直しは当然必要であり、

各地域での講師や受講者からの意⾒も参考に、継続的に取り組まれることを期待する。 
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2  研修の実施⽅法 について                                

  ①研修実施の3形態の充実 

    ●本研修の対象者である病院勤務の医療従事者は、医療機関数の多さ、対象職種が多岐に亘ること

などから、新オレンジプラン上の受講者数⽬標を達成するには、実施⽅法の⼯夫が重要である。その考

えの下、本事業においても、職能団体による協⼒・協働の実施⽅法の検討を進めてきたところである。 

    ●昨年度には、本事業で設置した委員会に委員も派遣頂いている職能団体のご理解・ご協⼒を得て、

団体が提供している研修プログラムとの協働や、その受講者についての修了者取扱い等についての⽅

向性の整理を⾏った。都道府県・指定都市事業としての集合研修や病院単位で⾏う研修とともに、

職能団体との協働の⽅法が、本研修受講者のすそ野を広げることには不可⽋であり、引き続きの枠組

みの検討継続が望まれる。 

  ②講師、ファシリテータへの⽀援 

    ●伝達講習会の経験からは、講師役を担って頂く認知症サポート医や認知症看護認定看護師等に対

して、提供している教材（スライド・解説、事例）の講義意図や演習上のポイントなどを⽰した「講義

ポイント集の提供」などの⽀援の必要性が確認された。 

  ③受講⽅法に関する⼯夫と⽀援 

    ●また、上記の研修実施形態の多様化に対応して、教材のスタイル（スライドおよびテキストの提供）に

ついても、更なる検討が必要である。 

    ●具体的には、よりインタラクティブな展開を可能にする “e-learning（最新情報と習熟テスト）”教材

の検討、また、講師⼿配の負担軽減や⾃⼰学習を可能とする、“映像教材（DVD）の制作”なども

視野にいれた検討を進めるべきであろう。 

    ●もっとも、演習の実施や受講者数の把握などの課題も多いことから、事業全体の位置付けなど、慎重

な検討と取扱いが求められる。 

 

3  今後の研修実施の推進 について                          

  最後に、平成27年度以降の研修実施の推進に向けて考察・提⾔する。 

  ①修了者の拡⼤に向けて 

●実施状況のアンケートでは、新オレンジプランの中間年度にありながら修了者数の計上がない地域も少

なからず存在していた。都道府県・指定都市での本研修の実施動機付けにつなげるためにも、⽬標数

とともに、国による地域別の進捗状況の提⽰なども、⼀定時期には⾏う必要もあるのではないだろうか。 

 

40



 

 

 

●また、上述した、職能団体との協働による研修受講者数の開⽰および都道府県・指定都市の実績へ

の積み上げ等も更なる⼯夫が必要である。 

  ②研修の効果定着のために 

●本研修の主たる⽬的が、病院勤務の医療従事者への“気付き”にあると同時に、受講後のパス、具体

的には、①受講者⾃⾝の次のステップにつながるような研修への誘導（フォローアップ研修を都道府県・

指定都市事業として展開することに限らない）、②スタッフを受講させた病院についての位置付けや取

扱いなども、⼀定の⽅向性を⽰す検討を始めるべきであろう。 

●また、研修受講後の修了者が、⾃⾝の勤務する病院において、その“対応⼒”を発揮できる仕組み作

り（スライドでも⼀部取り上げた「DSTの取り組み」や「管理者・病棟としての取り組み」など）等の具体

的な⽀援も研修効果を維持・継続するための重要な要素である。 
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     病院勤務の医療従事者向け 
     認知症対応⼒向上研修テキスト                     
       （平成 25 年度 厚⽣労働省⽼⼈保健健康増進等事業） 
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